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特 集

3

生
産
性
運
動
三
原
則
と

社
会
的
相
場
形
成

　

東
洋
経
済
新
報
社
で
は
、
上
場
企
業
の

「
従
業
員
１
人
あ
た
り
営
業
利
益
」
の
ラ

ン
キ
ン
グ
を
発
表
し
て
い
ま
す
が
、
2
 
0
 

1
7
年
に
発
表
さ
れ
た
デ
ー
タ
に
よ
る

と
、
ベ
ス
ト
１
位
の
企
業
は
１
人
あ
た
り

営
業
利
益
が
２
億
1
4
6
8
万
円
に
達

し
て
い
ま
す
が
、
平
均
年
収
は
6
8
9
万

円
で
す
。
一
方
、
ワ
ー
ス
ト
２
位
（
ワ
ー
ス

ト
１
位
は
年
収
記
載
な
し
）は
１
人
あ
た

り
8
6
6
0
万
円
の
赤
字
で
す
が
、
年

収
は
8
7
9
万
円
で
す
。
１
位
は
特
殊

事
例
と
い
う
こ
と
も
あ
る
の
で
、
そ
れ
ぞ

れ
1
0
0
位
を
見
て
み
る
と
、
ベ
ス
ト

1
0
0
位
は
１
人
あ
た
り
営
業
利
益
が

1
9
1
4
万
円
で
年
収
7
8
0
万
円
、
ワ

ー
ス
ト
1
0
0
位
は
2
5
1
万
円
の
赤
字

で
年
収
4
5
5
万
円
で
す
。

　

株
価
の
「
従
業
員
１
人
あ
た
り
時
価
総

額
」
を
見
て
も
、
ベ
ス
ト
１
位
は
１
人
あ

た
り
時
価
総
額
が
74
億
円
で
平
均
年
収

生
産
性
運
動
三
原
則
と
マ
ク
ロ
経
済
を
反
映
し
た

公
正
な
成
果
配
分
の
あ
り
方
に
関
す
る
私
論

浅
井 

茂
利

金
属
労
協
政
策
企
画
局
主
査

　

生
産
性
運
動
三
原
則
は
、
①
雇
用
の
維

持
・
拡
大
、
②
労
使
の
協
力
と
協
議
、
③

成
果
の
公
正
な
分
配
、
の
３
項
目
で
す
。

こ
の
う
ち
「
成
果
の
公
正
な
分
配
」
は
、「
生

産
性
向
上
の
諸
成
果
は
、
経
営
者
、
労
働

者
お
よ
び
消
費
者
に
、
国
民
経
済
の
実
情

に
応
じ
て
公
正
に
分
配
さ
れ
る
も
の
と
す

る
」
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
重
要
な
の
は
、

「
国
民
経
済
の
実
情
に
応
じ
て
」、
す
な
わ

ち
マ
ク
ロ
経
済
の
状
況
を
反
映
し
て
、
公

正
に
分
配
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い

う
と
こ
ろ
だ
と
思
い
ま
す
。

　

経
営
側
に
は
、
賃
金
は
そ
れ
ぞ
れ
の
企

業
で
個
別
に
決
め
る
も
の
と
い
う
風
潮
が

あ
り
ま
す
が
、賃
金
水
準
も
賃
上
げ
も
、「
社

会
的
相
場
」
を
無
視
す
る
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。
そ
う
し
た
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
マ

ク
ロ
経
済
指
標
を
踏
ま
え
て
賃
上
げ
の
社

会
的
相
場
の
基
準
を
想
定
し
、
要
求
・
交

渉
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
な
の
で
は

な
い
で
し
ょ
う
か
。

が
9
3
8
万
円
、
ワ
ー
ス
ト
１
位
は
1
 
2
 

1
万
円
で
年
収
6
8
8
万
円
、
ベ
ス
ト 

1
0
0
位
は
1
・
6
億
円
で
年
収
7
7
7

万
円
、
ワ
ー
ス
ト
1
0
0
位
は
1

 
3
 
4
 

3
万
円
で
年
収
5
9
4
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

１
人
あ
た
り
営
業
利
益
や
１
人
あ
た
り

時
価
総
額
の
違
い
の
大
き
さ
に
比
べ
、
平

均
年
収
の
違
い
は
限
定
的
で
す
。
こ
れ
が

賃
金
水
準
の
「
社
会
的
相
場
」
と
い
う
こ

と
だ
と
思
い
ま
す
。
賃
上
げ
に
つ
い
て
も
、

厚
生
労
働
省
の
「
賃
金
引
上
げ
等
の
実
態

に
関
す
る
調
査
」に
よ
れ
ば
、
2
0
1
7
年

の
賃
上
げ
結
果（
定
昇
込
み
）
は
平
均
で

1
・
9
％
、0
・
5
％
以
上
３
％
未
満
の
中

に
74・
7
％
の
企
業
が
入
っ
て
い
ま
す
の
で
、

や
は
り
社
会
的
相
場
が
確
認
で
き
ま
す
。

　

こ
う
し
た
賃
金
の
社
会
的
相
場
こ
そ
、

「
国
民
経
済
の
実
情
に
応
じ
て
」、
す
な
わ

ち
マ
ク
ロ
経
済
の
状
況
を
反
映
し
た
賃
金

水
準
、
賃
上
げ
と
い
う
こ
と
に
な
る
の
で

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

も
ち
ろ
ん
そ
れ
ぞ
れ
の
産
業
や
企
業
に

お
い
て
、
裁
量
の
余
地
は
な
い
な
ど
と
言

っ
て
い
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
マ
ク

ロ
経
済
の
状
況
を
反
映
し
た
社
会
的
相
場

図表1　上場企業における経営指標と年収の比較

（万円）

従業員１人あたり
営業利益 年収 年収従業員１人あたり

時価総額
ベスト１位企業 21,468 689 740,942 938
ベスト100位企業 1,914 780 15,818 777
ワースト100位企業 ▲ 251 455 1,343 594

ワースト１位企業 ▲ 8,660 879 121 688
（ワースト２位）

営業利益（金融を除く） 時価総額（500億円以上の企業）
ランク

資料出所：東洋経済オンライン編集部、東洋経済データ事業局データベース営業部（2017年中に発
表されたもの）
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の
幅
の
中
で
、
産
業
の
動
向
、
企
業
の
業

績
や
体
力
、
労
働
力
需
給
な
ど
の
要
素
を

加
味
し
、
具
体
的
な
賃
金
水
準
や
賃
上
げ

を
決
定
す
る
と
い
う
こ
と
だ
と
思
い
ま
す
。

　

社
会
的
相
場
が
機
能
し
て
い
る
と
し
て

も
、
公
正
な
分
配
で
あ
る
か
ど
う
か
は
わ

か
り
ま
せ
ん
。
公
正
な
分
配
の
絶
対
的
な

基
準
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
消
費
不
足
や
外

需
依
存
と
い
っ
た
経
済
の
歪
み
が
生
じ
て

い
れ
ば
、
分
配
に
も
歪
み
が
生
じ
て
い
る

シ
グ
ナ
ル
と
な
り
ま
す
。

＊
労
働
分
配
率
が
長
期
に
わ
た
っ
て
低
下

し
て
き
た
。

＊
１
人
あ
た
り
、
時
間
あ
た
り
の
人
件
費

は
、
主
要
先
進
国
の
中
で
最
低
水
準
と

な
っ
て
い
る
。

＊
単
位
労
働
コ
ス
ト
（
付
加
価
値
あ
た
り

の
人
件
費
）
は
、
韓
国
、
中
国
、
タ
イ
よ

り
も
低
い
。

な
ど
か
ら
す
れ
ば
、
社
会
的
相
場
は
改
善

の
余
地
が
あ
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

日
経
連
の
生
産
性
基
準
原
理

　

高
度
成
長
期
の
1
9
6
0
年
代
に
は
、

２
桁
賃
上
げ
（
定
昇
込
み
）
が
一
般
的
と
な

り
ま
し
た
。
経
営
者
団
体
の
日
経
連
（
当 

時
）
は
1
9
7
0
年
、
賃
金
問
題
に
合
理

性
を
与
え
る
た
め
、
生
産
性
概
念
を
考
慮

す
べ
き
と
の
問
題
提
起
を
受
け
、「
生
産
性

基
準
原
理
」
を
提
唱
し
ま
し
た
。「
国
全
体

の
賃
金
上
昇
率
の
平
均
を
日
本
経
済
全
体

の
物
的
（
実
質
）
生
産
性
上
昇
率
に
一
致

さ
せ
た
場
合
、
ホ
ー
ム
メ
イ
ド
・
イ
ン
フ

レ
（
国
内
要
因
に
よ
る
イ
ン
フ
レ
）
は
ほ

ぼ
ゼ
ロ
と
な
る
」
と
い
う
も
の
で
す
。

　

こ
こ
で
「
国
全
体
の
賃
金
上
昇
率
の
平

均
」
と
は
、
現
在
の
国
民
経
済
計
算
（
Ｇ

Ｄ
Ｐ
統
計
）
で
い
え
ば
「
雇
用
者
１
人
あ

た
り
名
目
雇
用
者
報
酬
増
加
率
」、「
日
本

経
済
全
体
の
物
的（
実
質
）生
産
性
上
昇
率
」

は
「
就
業
者
１
人
あ
た
り
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成

長
率
」
で
す
。
従
っ
て
、

と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
実
際
に
は
、「
就

業
者
１
人
あ
た
り
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
」

が
、
経
営
側
の
賃
上
げ
（
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
）

回
答
の
指
標
の
役
割
を
果
た
す
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。

　

生
産
性
基
準
原
理
の
奇
妙
な
点
は
、
賃

上
げ
が
「
名
目
」
な
の
に
対
し
、
そ
の
基

準
と
な
る
成
長
率
が
「
実
質
」
だ
と
い
う

点
で
す
。
生
産
性
基
準
原
理
で
は
イ
ン
フ

レ
の
場
合
、

67,874 34.61 50,456 25.73
482,720 310.22 71,708 46.08
53,762 34.68 59,469 38.36
55,629 36.44 61,534 40.31
54,181 38.18 59,933 42.24
41,096 24.08 45,458 26.64

5,397,831 2,761 49,616 25.38
48,981,319 － 42,210 －

56,141 34.92 62,101 38.62
49,189 25.88 66,415 34.95
67,071 41.35 67,071 41.35

為替レート
（１ドルあたり） １人あたり 時間あたり １人あたり 時間あたり

現地通貨建て
国

オーストラリア
デンマーク
フィンランド
フランス
ドイツ
イタリア
日　本
韓　国
オランダ
イギリス
アメリカ

1.3452
6.7317
0.9040
0.9040
0.9040
0.9040

108.7929
1,160.4334
0.9040
0.7406
1.0000

豪ドル
デンマーク・クローネ
ユーロ
ユーロ
ユーロ
ユーロ
円
ウォン
ユーロ
ポンド
ドル

ドル建て

年 ドイツ アメリカ 日本 韓国 中国 タイ
2010 0.53 0.57 0.54 0.54 0.47 0.51
2011 0.53 0.58 0.55 0.53 0.51 0.55
2012 0.55 0.59 0.54 0.56 0.54 0.58
2013 0.56 0.60 0.53 0.57 0.57 0.60
2014 0.57 0.61 0.54 0.57 0.60 0.66

雇用者１人あたり
名目雇用者報酬増加率

＝

就業者１人あたり
実質ＧＤＰ成長率

就業者
１人あたり
名目雇用者
報酬増加率

＜
就業者
１人あたり
名目ＧＤＰ
成長率

（注）1. 労働分配率は、「雇用者1人あたり名目雇用者報酬÷
就業者1人あたり名目GDP」

2. 1980年度と1994年度は、直前のデータと連続し
ていない。

3. 資料出所：内閣府「国民経済計算」より金属労協政
策企画局で作成。

資料出所：ＯＥＣＤ資料より金属労協政策企画局で作成。

図表2　GDP統計ベースの労働分配率の推移

図表3　雇用者報酬の国際比較（2016年・製造業）

図表4　各国の単位労働コストの比較

資料出所：経済産業省・厚生労働省・文部科学省『2016年版ものづくり白書』
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機
も
比
較
的
軽
微
な
影
響
で
し
の
ぐ
こ
と

が
で
き
ま
し
た
が
、
労
働
分
配
率
は
低
下

傾
向
を
た
ど
り
、1
9
8
0
年
代
前
半
に

は
ド
ル
高
の
進
行
と
も
相
ま
っ
て
、
外
需

依
存
体
質
が
顕
著
と
な
り
、
貿
易
摩
擦
も

激
化
し
ま
し
た
。
労
働
組
合
の
シ
ン
ク
タ

ン
ク
で
あ
っ
た
経
済
・
社
会
政
策
研
究
会

（
佐
々
木
孝
男
代
表
）は
1
9
8
4
年
、

＊
名
目
賃
金
上
昇
率
を
さ
ら
に
低
下
さ
せ

る
こ
と
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
も
の
は
、

実
質
賃
金
の
引
下
げ
で
あ
り
、
消
費
不

振
の
固
定
化
で
あ
る
。
定
昇
並
み
の
賃

上
げ
は
、
実
質
賃
金
マ
イ
ナ
ス
と
い
う

結
果
を
ま
ね
き
、
景
気
回
復
の
本
格
化

は
期
待
で
き
ず
、
国
際
収
支
黒
字
幅
を

さ
ら
に
拡
大
さ
せ
る
だ
け
で
あ
る
。

＊
イ
ン
フ
レ
の
危
険
が
な
い
現
状
に
お
い

て
、
生
産
性
の
上
昇
に
見
合
う
実
質
賃

金
の
上
昇
こ
そ
、
国
内
需
要
拡
大
と
い

う
要
請
に
こ
た
え
る
道
だ
か
ら
で
あ
る
。

＊
中
期
的
に
考
え
た
場
合
に
お
い
て
も
、

わ
が
国
が
自
由
市
場
を
守
り
、
経
済
大

国
と
し
て
の
責
任
を
果
し
て
ゆ
く
た
め

に
は
、
こ
れ
ま
で
の
輸
出
主
導
型
成
長

パ
タ
ー
ン
を
内
需
主
導
型
成
長
パ
タ
ー

ン
に
転
換
を
は
か
る
こ
と
が
基
礎
的
条

件
な
の
で
あ
る
。

と
の
認
識
に
立
ち
、
就
業
者
１
人
あ
た
り

実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
を
、
名
目
賃
金
上
昇

率
で
は
な
く
、
実
質
賃
金
上
昇
率
に
等
し

く
さ
せ
る
生
産
性
基
準
原
理
（
＝
逆
生
産

と
な
り
ま
す
が
、「
就
業
者
１
人
あ
た
り
名

目
雇
用
者
報
酬
」
は
労
働
分
配
率
の
分
子
、

「
就
業
者
１
人
あ
た
り
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
」
は
分

母
な
の
で
、
労
働
分
配
率
が
低
下
し
ま
す
。

「
ホ
ー
ム
メ
イ
ド
・
イ
ン
フ
レ
（
国
内
要
因

に
よ
る
イ
ン
フ
レ
）
は
ほ
ぼ
ゼ
ロ
と
な
る
」

と
い
う
の
は
、
国
内
の
物
価
上
昇
要
因
を
、

勤
労
者
が
賃
金
を
が
ま
ん
す
る
こ
と
に
よ

っ
て
吸
収
す
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

デ
フ
レ
に
な
る
と
、
実
質
の
成
長
率
は

名
目
よ
り
も
大
き
く
な
る
の
で
、
経
営
側

に
は
都
合
の
悪
い
原
理
と
な
る
は
ず
で
す

が
、
日
経
連
と
旧
経
団
連
が
統
合
し
た
日

本
経
団
連
（
の
ち
経
団
連
）
で
は
、
2
 
0
 

0
9
年
以
降
、
生
産
性
基
準
原
理
を
掲
げ

て
い
ま
せ
ん
。

労
働
側
か
ら

経
済
整
合
性
論
の
提
唱

　

1
9
6
0
年
代
半
ば
の
い
わ
ゆ
る
証
券

不
況
が
終
わ
る
と
、
春
闘
で
は
前
年
の
賃

上
げ
率
を
上
回
る
の
が
普
通
と
な
っ
て
い

ま
し
た
が
、
1
9
7
3
年
の
第
１
次
石
油

危
機
に
よ
っ
て
状
況
は
一
変
、
日
本
は
ス

タ
グ
フ
レ
ー
シ
ョ
ン（
不
況
下
の
イ
ン
フ
レ
）

に
見
舞
わ
れ
ま
し
た
。

　

鉄
鋼
労
連
の
宮
田
義
二
委
員
長
（
国
際

金
属
労
連
日
本
協
議
会
の
ち
金
属
労
協
議

長
）
は
、
1
9
7
4
年
の
定
期
大
会
に
お

い
て
、「
わ
れ
わ
れ
の
基
本
的
な
考
え
方
の

中
に
は
、
対
前
年
度
の
要
求
、
あ
る
い
は

対
前
年
度
の
獲
得
実
績
プ
ラ
ス
ア
ル
フ
ァ

と
い
う
考
え
方
」
が
あ
っ
た
が
、「
こ
の
パ

タ
ー
ン
の
繰
り
返
し
は
、
今
日
こ
の
局
面

で
は
通
用
し
に
く
い
情
勢
に
な
っ
て
き
た
」

と
の
認
識
を
示
し
、「
従
来
の
よ
う
な
パ
タ

ー
ン
だ
け
を
追
求
す
る
賃
上
げ
で
は
な
く

て
、
い
か
に
実
質
的
に
、
し
か
も
経
済
成

長
に
見
合
っ
て
わ
れ
わ
れ
が
計
画
的
に
賃

上
げ
を
考
え
て
い
く
か
と
い
う
の
も
た
い

へ
ん
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
に
な
る
」
と
い
う

「
経
済
整
合
性
論
」
を
提
唱
し
ま
し
た
。
消

費
者
物
価
上
昇
率
の
高
騰
も
あ
り
、
1
 
9
 

7
4
年
の
主
要
企
業
の
賃
上
げ
率
（
定
昇

込
み
）
は32.9

％
に
達
し
て
い
ま
し
た
が
、

国
際
金
属
労
連
日
本
協
議
会
か
ら
衣
替
え

し
た
1
9
7
6
年
闘
争
で
金
属
労
協
は
、

＊
賃
金
決
定
が
日
本
経
済
に
与
え
る
重
要

性
、
そ
し
て
賃
金
と
物
価
論
議
は
さ
け

て
通
れ
な
い
。

＊
賃
金
は
個
別
の
労
使
で
決
定
さ
れ
る
の

で
は
な
く
大
枠
は
全
国
レ
ベ
ル
で
決
定

さ
れ
る
。

＊
Ｊ
Ｃ
に
結
集
す
る
金
属
労
働
者
が
日
本

の
賃
金
を
主
導
す
る
。

と
の
考
え
方
に
立
ち
、
13
％
の
賃
上
げ
要

求
基
準
（
定
昇
込
み
）
を
決
定
し
ま
し
た
。

労
働
側
か
ら

「
逆
生
産
性
基
準
原
理
」の
提
唱

　

日
本
経
済
は
第
１
次
石
油
危
機
を
乗

り
切
り
、
1
9
7
9
年
の
第
２
次
石
油
危

性
基
準
原
理
）
を
提
唱
し
ま
し
た
。
実
質

成
長
率
と
実
質
賃
金
を
算
出
す
る
物
価
指

数
の
違
い
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
、

と
な
り
、
労
働
分
配
率
は
分
子
と
分
母
が

同
じ
変
化
率
と
な
る
こ
と
か
ら
、
一
定
と

な
り
ま
す
。

　

逆
生
産
性
基
準
原
理
は
ネ
ー
ミ
ン
グ
に

難
が
あ
り
ま
す
が
、
い
わ
ば
付
加
価
値
生

産
性
基
準
原
理
と
も
い
う
べ
き
も
の
で
あ

り
、
実
質
（
物
的
）
生
産
性
で
は
な
く
、

事
実
上
、
付
加
価
値
生
産
性
に
見
合
っ
た

賃
上
げ
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、

企
業
経
営
の
観
点
か
ら
も
本
来
な
じ
み
や

す
い
は
ず
で
す
。

　

厚
生
労
働
省
の
2
0
1
5
年
の
『
労
働

経
済
白
書
』
で
は
、
経
営
側
の
生
産
性
基

準
原
理
と
労
働
組
合
側
の
逆
生
産
性
基
準

原
理
を
紹
介
し
て
い
ま
す
が
、と
く
に
「
逆

生
産
性
基
準
原
理
」
に
つ
い
て
、「
標
準
的

な
経
済
理
論
が
想
定
す
る
世
界
と
等
し
い

も
の
」
と
評
価
し
て
い
ま
す
。

雇用者１人あたり
実質雇用者報酬増加率

＝

就業者１人あたり実質ＧＤＰ成長率

雇用者１人あたり
名目雇用者報酬増加率

＝

就業者１人あたり名目ＧＤＰ成長率
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傾
向
を
見
て
1
・
5
％
と
し
ま
し
た
。

こ
の
二
つ
を
合
わ
せ
る
と
3
・
5
％
に

な
る
わ
け
で
す
。

＊
さ
ら
に
我
々
の
産
業
分
野
で
あ
る
金
属

産
業
と
電
機
産
業
は
、
今
、
非
常
に
好

調
で
あ
る
た
め
、
再
配
分
す
る
分
も
支

Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
で
も

「
逆
生
産
性
基
準
原
理
」

　

本
誌
2
0
1
8
年
春
号
で
は
、
Ｉ
Ｇ
メ

タ
ル
（
ド
イ
ツ
金
属
労
組
）の
新
労
働
協
約

を
紹
介
し
て
い
ま
す
が
、
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
の

ウ
ー
ベ
・
フ
ィ
ン
ク
団
体
交
渉
局
局
長
は
、

６
％
の
賃
金
ア
ッ
プ
要
求
の
根
拠
を
次
の

よ
う
に
説
明
し
て
い
ま
す
。

＊
賃
金
の
要
求
額
は
、
現
在
の
経
済
状
況

や
産
業
界
の
状
況
を
鑑
み
て
決
定
さ
れ

ま
す
。
そ
こ
で
決
定
的
と
な
る
の
は
マ

ク
ロ
経
済
の
指
標
で
す
。
一
つ
に
は
予

測
さ
れ
る
イ
ン
フ
レ
率
、
も
う
一
つ
に

は
予
測
さ
れ
る
生
産
性
で
す
。
そ
れ
を

ベ
ー
ス
に
、
い
わ
ゆ
る
配
分
中
立
的
な

裁
量
の
余
地
と
い
う
も
の
が
算
出
さ
れ
、

さ
ら
に
プ
ラ
ス
し
て
追
加
的
な
配
分
が

上
乗
せ
さ
れ
、
そ
こ
か
ら
導
き
出
し
た

数
字
が
６
％
だ
っ
た
わ
け
で
す
。

＊
様
々
な
経
済
研
究
所
が
、
イ
ン
フ
レ
率

は
２
％
近
い
と
見
込
ん
で
い
る
こ
と
に

加
え
、
欧
州
中
央
銀
行
が
目
標
と
し
て

設
定
し
て
い
る
イ
ン
フ
レ
率
も
参
考
に

し
ま
す
。
た
い
て
い
は
実
際
の
イ
ン
フ

レ
率
の
方
が
低
い
傾
向
に
あ
る
た
め
、

我
々
の
計
算
上
で
は
、
２
％
ま
で
は
経

済
に
悪
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
イ
ン
フ
レ

率
と
し
て
想
定
可
能
と
の
結
論
に
至
り

ま
し
た
。

＊
さ
ら
に
生
産
性
の
伸
び
は
、
長
期
的
な

払
う
力
が
あ
る
と
考
え
ま
し
た
。
そ
こ

で
追
加
的
な
配
分
の
数
字
と
し
て
2
・

5
％
を
上
乗
せ
し
、
こ
れ
を
全
部
足
し

て
６
％
に
な
っ
た
わ
け
で
す
。

　

Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
で
も
、
逆
生
産
性
基
準
原

理
と
同
様
の
考
え
方
に
立
っ
て
い
る
こ
と

が
わ
か
り
ま
す
が
、
違
い
は
、「
追
加
的
な

配
分
」
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
点
で

す
。
逆
生
産
性
基
準
原
理
で
は
労
働

分
配
率
は
一
定
に
な
り
ま
す
が
、
労

働
分
配
率
が
低
く
、
経
済
の
バ
ラ
ン

ス
が
崩
れ
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、
そ

の
分
を
補
填
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
ま
た
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
の
場
合
、
州

ご
と
の
産
別
労
使
交
渉
が
基
本
と
な

り
ま
す
が
、
当
該
産
業
が
好
調
で
あ

れ
ば
、
そ
れ
を
加
味
し
た
上
積
み
も

あ
る
わ
け
で
す
。

　

神
戸
大
学
の
岩
佐
卓
也
准
教
授
の

論
文
に
よ
れ
ば
、
日
本
に
先
立
っ
て
、

ド
イ
ツ
で
も
生
産
性
基
準
原
理
や
逆

生
産
性
基
準
原
理
と
同
様
の
議
論
経

過
が
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

＊
ド
イ
ツ
で
は
1
9
5
1
年
以
降
、

賃
金
が
実
質
生
産
性
を
上
回
っ

て
上
昇
す
る
な
ら
ば
、
生
産
物
の

増
加
以
上
に
需
要
が
増
大
す
る
こ

と
に
な
り
、
物
価
が
上
昇
す
る
、

と
い
う
考
え
方
か
ら
、
賃
金
の

平
均
的
上
昇
率
の
限
度
を
経
済

全
体
の
実
質
生
産
性
上
昇
率
に 

厚
生
労
働
省

平
成
27
年
版
労
働
経
済
の
分
析

（
労
働
経
済
白
書
）

　

経
営
者
側
は
1
9
5
4
年
か
ら
①
物

価
上
昇
を
賃
上
げ
に
反
映
さ
せ
な
い
、
②

経
営
状
態
に
応
じ
た
賃
上
げ
を
す
る
、
③

生
産
性
向
上
が
な
け
れ
ば
賃
上
げ
し
な
い

と
い
っ
た
主
張
を
展
開
し
、
こ
の
考
え
方

の
延
長
線
上
と
し
て
、
イ
ン
フ
レ
が
続
く

高
度
成
長
期
に
お
い
て
物
価
の
安
定
性
を

重
視
し
た「
生
産
性
基
準
原
理
」
が
提
唱

さ
れ
た
。
こ
の
原
理
は
、「
名
目
賃
金
上

昇
率
を
実
質
生
産
性
上
昇
率
の
範
囲
内

に
抑
え
る
」
と
い
う
考
え
方
で
、
国
民
経

済
的
観
点
か
ら
イ
ン
フ
レ
抑
制
を
目
的
と

し
た
も
の
と
い
え
る
。

　

一
方
、
労
働
者
側
は
、
あ
る
程
度
の
消

費
者
物
価
の
上
昇
が
あ
る
下
で
生
産
性
基

準
原
理
を
貫
け
ば
、
実
質
賃
金
は
生
産
性

上
昇
率
を
下
回
る
結
果
と
な
り
、
国
内
需

要
拡
大
の
足
を
引
っ
張
る
結
果
と
な
る
と

し
、「
逆
生
産
性
基
準
原
理
」
と
呼
ば
れ
る

原
理
を
主
張
し
て
い
た
。こ
の
考
え
方
は
、

「
実
質
賃
金
上
昇
率
を
実
質
生
産
性
上
昇

率
と
等
し
く
す
る
」と
い
う
も
の
で
あ
り
、

イ
ン
フ
レ
時
に
生
産
性
基
準
原
理
を
貫
け

ば
、実
質
賃
金
が
低
下
す
る
場
合
が
あ
り
、

消
費
の
減
少
を
通
じ
て
国
内
需
要
拡
大
を

阻
止
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
こ
れ
を
防

ぐ
こ
と
を
目
的
と
し
た
も
の
で
あ
る
と
と

も
に
、
標
準
的
な
経
済
理
論
が
想
定
す
る

世
界
と
等
し
い
も
の
と
い
え
よ
う
。

1951年 1965年 1980年代以降 2002年以降

雇用基準の賃金政策
(賃金抑制と雇用保障)

1970年 1984年 2000年代以降 2014年以降
経営側

｢生産性基準原理｣
労働側

｢逆生産性基準原理｣
(実質生産性) (実質生産性＋物価)

(実質)生産性基準 実質生産性＋物価 実質生産性＋物価

日　本 →

→

ベアゼロ 継続的な賃上げ

ドイツ

→

→

→

→

（注）1.必ずしも労使で一致しているわけではない。
2.資料出所：岩佐卓也「ドイツにおける賃金抑制の論理」神戸大学大学院人間発達環境学研究科研究紀要４巻１号
89-98頁より金属労協政策企画局で作成。

図表5　賃上げ基準の考え方の変遷（イメージ）
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定
め
る
生
産
性
基
準
が
、
使
用
者
団
体

や
経
済
専
門
家
委
員
会
（
５
名
の
経
済

学
者
が
ド
イ
ツ
経
済
に
つ
い
て
独
立
し

た
立
場
か
ら
分
析
し
、年
次
報
告
を
政
府

に
提
出
す
る
機
関
）か
ら
提
唱
さ
れ
た
。

＊
こ
れ
に
対
し
て
1
9
6
5
年
、
鉄
鋼
争

議
の
調
停
に
あ
た
っ
て
い
た
経
済
学
者

ヘ
ル
ム
ー
ト
・
マ
イ
ン
ホ
ル
ト
は
、
賃
上

げ
の
基
準
は
実
質
生
産
性
上
昇
率
と
物

価
上
昇
率
の
両
者
を
考
慮
す
べ
き
と
主

張
、
賃
金
引
き
上
げ
の
基
準
と
し
て
実

質
生
産
性
上
昇
と
物
価
上
昇
の
和
を
用

い
る
調
停
案
を
提
案
、
労
使
も
こ
れ
を

受
諾
し
た
。

＊
こ
れ
は
「
マ
イ
ン
ホ
ル
ト
定
式
」
と
呼

ば
れ
、
そ
の
後
の
賃
金
交
渉
に
大
き
な

影
響
を
与
え
る
と
と
も
に
、
経
済
専
門

家
委
員
会
も
、「
貨
幣
価
値
安
定
の
責
任

を
労
使
に
押
し
つ
け
る
こ
と
は
で
き
な

い
」
と
し
て
、
実
質
生
産
性
上
昇
分
に

加
え
て
２
％
の
「
不
可
避
的
イ
ン
フ
レ
」

を
賃
上
げ
の
基
準
と
す
る
考
え
方
を
示

し
た
。

＊
そ
の
後
ド
イ
ツ
で
は
、
失
業
の
増
大
と

長
期
化
の
中
で
、
政
労
使
に
よ
る
「
雇

用
の
た
め
の
同
盟
」
が
成
立
す
る
な
ど
、

賃
金
抑
制
と
雇
用
保
障
を
セ
ッ
ト
に
す

る
「
雇
用
基
準
の
賃
金
政
策
」
に
基
づ

い
た
賃
金
抑
制
が
行
わ
れ
た
。

＊
し
か
し
な
が
ら
、
賃
金
抑
制
に
も
関
わ

ら
ず
失
業
問
題
は
解
決
せ
ず
、
賃
金
抑

制
の
強
い
国
は
む
し
ろ
雇
用
量
も
抑
制

的
で
か
つ
低
成
長
と
い
う
状
況
が
認
識

さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、労
働
組
合
は
「
雇

用
の
た
め
の
同
盟
」
か
ら
離
脱
、
実
質

生
産
性
上
昇
分
と
物
価
上
昇
分
な
ど
を

賃
上
げ
と
し
て
要
求
す
る
考
え
方
が
復

活
し
た
。

と
の
こ
と
で
す
。

生
産
性
運
動
三
原
則
の

実
践
に
向
け
て

　

労
働
組
合
全
体
と
し
て
賃
上
げ
に
取
り

組
ま
な
い
時
期
が
続
い
た
た
め
、
経
営
側

に
は
賃
金
は
企
業
が
個
別
に
決
め
る
も
の
、

マ
ク
ロ
経
済
は
無
関
係
と
い
う
風
潮
が
見

ら
れ
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
現
実
に
は
、

社
会
的
相
場
を
無
視
し
た
賃
金
決
定
は
あ

り
得
ま
せ
ん
。
ベ
ア
ゼ
ロ
の
時
期
も
、
ベ

ア
ゼ
ロ
が
社
会
的
相
場
だ
っ
た
と
い
う
こ

と
で
す
。

　
「
失
わ
れ
た
20
年
」
の
よ
う
な
尋
常
で
は

な
い
時
代
は
終
わ
り
を
告
げ
、
経
済
は
安

定
的
に
推
移
し
て
い
ま
す
。
安
定
的
な
成

長
の
下
で
、
勤
労
者
に
対
し
安
定
的
な
成

果
配
分
を
確
保
し
て
い
く
こ
と
が
、
消
費

と
投
資
、
内
需
と
外
需
の
バ
ラ
ン
ス
の
と

れ
た
持
続
可
能
性
の
あ
る
成
長
の
実
現
に

と
っ
て
不
可
欠
で
す
。
経
済
変
動
が
発
生

す
る
可
能
性
は
常
に
あ
り
ま
す
が
、
個
人

消
費
の
安
定
的
な
拡
大
と
、
消
費
拡
大
に

対
応
す
る
設
備
投
資
を
主
軸
と
し
た
成
長

軌
道
の
確
立
に
よ
り
、
ど
の
よ
う
な
変
動

に
も
耐
え
う
る
強
固
な
日
本
経
済
を
構
築

し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

　

そ
う
し
た
観
点
か
ら
、
生
産
性
運
動
三

原
則
を
実
践
し
、「
国
民
経
済
の
実
情
」
に

応
じ
た
、
す
な
わ
ち
マ
ク
ロ
経
済
の
状
況

を
反
映
し
た
「
成
果
の
公
正
な
分
配
」
を

実
現
し
て
い
く
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。

＊
賃
上
げ
は
、
マ
ク
ロ
経
済
指
標
を
反
映

し
た
社
会
的
相
場
の
基
準
を
踏
ま
え
、

社
会
的
相
場
の
範
囲
内
で
産
業
・
企
業

の
事
情
を
加
味
し
つ
つ
決
定
す
る
。

＊
マ
ク
ロ
の
実
質
生
産
性
の
成
長
成
果
が
、

実
質
賃
金
に
反
映
さ
れ
る
こ
と
を
基
本

と
す
る
。

と
い
う
点
に
つ
い
て
、
労
使
の
認
識
の
共

有
化
を
図
り
、
具
体
化
し
て
い
く
こ
と
が

重
要
だ
と
思
い
ま
す
。

　

そ
う
し
た
中
で
は
、
逆
生
産
性
基
準
原

理
は
理
論
的
に
基
礎
と
な
る
考
え
方
と
し

て
、
尊
重
す
べ
き
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

も
ち
ろ
ん
、
か
つ
て
と
は
環
境
が
変
わ
っ

て
い
ま
す
の
で
、
今
日
的
な
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア

ッ
プ
が
必
要
で
す
。

　

た
と
え
ば
従
来
、経
済
指
標
は
主
に
「
過

年
度
」
を
中
心
に
議
論
し
て
い
ま
し
た
。

交
渉
時
点
で
お
お
む
ね
数
字
が
固
ま
っ
て

き
て
い
る
の
で
、
交
渉
し
や
す
い
と
い
う

メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
が
、
経
済
動
向
の

後
追
い
の
賃
上
げ
と
い
う
デ
メ
リ
ッ
ト
も

あ
り
ま
す
。

　

近
年
は
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
2
 
0
 

1
5
年
度
1
・
4
％
、2
0
1
6
年
度
1
・

2
％
、
2
0
1
7
年
度
1
・
6
％
と
な
っ
て

い
る
よ
う
に
、
経
済
は
安
定
的
に
推
移
し

て
い
ま
す
。
消
費
者
物
価
上
昇
率
の
変
動

は
避
け
ら
れ
ま
せ
ん
が
、
2
0
1
6
年
10

月
以
降
、
前
年
比
プ
ラ
ス
が
続
い
て
お
り
、

2
0
1
7
年
８
月
以
降
は
１
％
を
は
さ
ん

だ
動
き
と
な
っ
て
い
ま
す
。
わ
が
国
で
は

他
の
先
進
国
に
比
べ
景
気
拡
張
期
が
短
く
、

後
退
期
が
長
い
傾
向
に
あ
り
ま
し
た
が
、

金
融
政
策
が
重
視
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、

そ
う
し
た
傾
向
は
な
く
な
っ
て
き
て
い
ま

す
。
こ
う
し
た
状
況
で
あ
れ
ば
、
生
産
性

と
物
価
の
中
期
的
な
ト
レ
ン
ド
の
数
字
を

念
頭
に
お
い
て
、
そ
れ
を
前
提
に
賃
上
げ

の
社
会
的
相
場
の
基
準
を
想
定
し
て
い
く

こ
と
も
可
能
だ
と
思
い
ま
す
。

　

ま
た
、
中
小
企
業
で
働
く
勤
労
者
や
非

正
規
労
働
者
の
賃
金
水
準
の
底
上
げ
・
格

差
是
正
が
わ
が
国
の
最
重
要
課
題
の
ひ
と

つ
と
な
っ
て
お
り
、
金
属
労
協
は
企
業
内

最
低
賃
金
や
特
定
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ

に
強
力
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
が
、
こ
れ

ら
は
賃
金
水
準
の
社
会
的
相
場
の
下
限
を

引
き
上
げ
て
行
く
取
り
組
み
で
す
。
ま
た

格
差
是
正
の
間
は
、
賃
金
水
準
の
高
い
大

手
企
業
で
は
、
賃
上
げ
を
消
費
者
物
価
上

昇
率
程
度
に
止
め
、
実
質
生
産
性
の
上
昇

分
に
つ
い
て
は
、「
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
に

お
け
る
付
加
価
値
の
適
正
循
環
」
の
考
え
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と
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
な
ら
ば
、

短
時
間
労
働
者
の
割
合
の
上
昇
に
対
応
で

き
る
ば
か
り
で
な
く
、
労
働
時
間
短
縮
を

行
っ
た
場
合
も
、
そ
の
影
響
・
効
果
を
織

り
込
ん
だ
上
で
、
賃
上
げ
の
社
会
的
相
場

の
基
準
を
示
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

こ
の
式
を
書
き
換
え
る
と
、
ほ
ぼ
、

と
な
り
ま
す
。
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
を
ゼ

ロ
と
仮
定
し
て
、
所
定
労
働
時
間
を
短
縮

し
た
場
合
、
時
短
に
よ
っ
て
就
業
者
が
増

え
な
け
れ
ば
、
時
短
分
の
賃
上
げ
が
必
要

で
す
が
、
こ
れ
は
時
短
に
よ
る
生
産
性
向

上
を
反
映
し
た
も
の
で
あ
り
、
月
例
賃
金
、

労
働
分
配
率
と
も
変
化
し
ま
せ
ん
。
就
業

者
が
増
え
れ
ば
、
そ
の
分
、
賃
上
げ
率
は

低
下
し
ま
す
。
マ
ク
ロ
的
に
は
、
時
短
に
よ

る
影
響
・
効
果
は
織
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
時
短
の
実
施
時
期
や

規
模
、
方
法
な
ど
は
、
産
業
・
企
業
に
よ

り
バ
ラ
バ
ラ
で
す
。
時
短
を
積
極
的
に
行
っ

た
企
業
で
は
、
経
営
側
か
ら
時
短
に
よ
る

人
件
費
負
担
増
を
評
価
せ
よ
と
の
主
張
が

出
て
く
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
た
と
え
ば

1
9
0
0
時
間
の
企
業
で
８
時
間
の
時
短

を
行
っ
た
場
合
、0
・
42
％
（
８
ｈ
÷
1
 
9
 

0
0
ｈ
）の
時
間
あ
た
り
賃
金
引
き
上
げ
に

な
る
の
で
、
社
会
的
相
場
の
基
準
が
１
％

で
あ
れ
ば
、
賃
上
げ
は
0
・
58
％
で
よ
い
だ

ろ
う
、
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

こ
れ
に
対
し
て
は
、
ま
ず
時
短
に
よ
っ

て
雇
用
が
増
え
れ
ば
人
件
費
は
増
加
し
ま

す
が
、
生
産
性
向
上
に
よ
っ
て
雇
用
が
増

え
な
け
れ
ば
、
人
件
費
増
と
な
ら
な
い
こ

と
を
再
確
認
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
所

定
外
労
働
時
間
の
削
減
の
場
合
は
、
雇
用

が
増
え
な
け
れ
ば
人
件
費
は
減
少
し
ま
す
。

そ
の
上
で
、

①
わ
が
国
は
先
進
国
の
中
で
長
時
間
労
働

と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
か
つ
て
の

国
民
的
合
意
・
国
際
公
約
で
あ
っ
た
年

間
総
実
労
働
時
間
1
8
0
0
時
間
の

よ
う
な
一
定
の
水
準
を
実
現
す
る
ま
で

は
、
個
別
企
業
レ
ベ
ル
で
の
コ
ス
ト
論

に
踏
み
込
ま
な
い
。
ま
た
は
、
労
働
時

方
に
基
づ
き
、
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
を
構
成

す
る
中
小
企
業
の
賃
上
げ
原
資
に
活
用
す

る
と
い
う
ア
イ
デ
ア
も
あ
る
と
思
い
ま
す
。

短
時
間
労
働
者
の
増
加
へ
の

対
応
と
時
短

　

生
産
性
基
準
原
理
も
、
逆
生
産
性
基
準

原
理
も
、「
１
人
あ
た
り
」
の
指
標
が
対
象

で
す
が
、
短
時
間
労
働
者
の
産
み
出
す
付

加
価
値
を
「
１
人
あ
た
り
」
に
す
る
と
、

フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
よ
り
小
さ
く
な
っ
て

し
ま
う
の
で
、
短
時
間
労
働
者
の
比
率
が

上
昇
す
る
と
、
就
業
者
１
人
あ
た
り
の
Ｇ

Ｄ
Ｐ
や
そ
の
成
長
率
は
低
め
に
な
っ
て
し

ま
い
ま
す
。
2
0
1
6
年
度
に
は
、
就
業

者
１
人
あ
た
り
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
0
・

2
％
で
し
た
が
、
労
働
時
間
あ
た
り
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
1
・
0
％
と
な
っ
て
お

り
、
そ
の
差
は
小
さ
く
あ
り
ま
せ
ん
。
こ

の
問
題
を
解
消
す
る
た
め
に
は
、

間
が
世
間
一
般
に
比
べ
て
長
い
企
業
の

場
合
に
は
、
一
般
的
な
水
準
に
達
す
る

ま
で
は
コ
ス
ト
論
に
踏
み
込
ま
な
い
。

②
あ
る
い
は
、
製
造
、
営
業
、
間
接
な
ど

あ
ら
ゆ
る
職
場
に
つ
い
て
、
時
短
に
よ

り
雇
用
が
ど
の
程
度
増
加
す
る
の
か
推

計
し
、
想
定
さ
れ
る
人
件
費
増
を
社
会

的
相
場
の
基
準
か
ら
差
し
引
い
た
賃
上

げ
を
行
う
。

③
所
定
外
労
働
削
減
に
つ
い
て
は
、
②
の

考
え
方
を
応
用
し
、
減
少
し
た
所
定
外

手
当
の
財
源
か
ら
、
雇
用
が
増
え
た
分

の
人
件
費
の
財
源
を
差
し
引
き
、
残
り

を
配
分
す
る

と
い
っ
た
方
策
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
そ
れ

ぞ
れ
の
産
業
・
企
業
の
実
情
に
応
じ
、
対

応
し
て
い
く
と
い
う
こ
と
だ
と
思
い
ま
す
。

（
本
稿
の
執
筆
に
あ
た
り
、
松
井
健
Ｕ
Ａ
ゼ

ン
セ
ン
常
任
中
央
執
行
委
員
よ
り
有
益
な

情
報
を
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。
厚
く
御
礼

申
し
上
げ
ま
す
）

時間あたり実質賃金引き上げ率

　＝実質ＧＤＰ成長率－就業者増加率
　－１人あたり労働時間増

・
加
・
率

「−1人あたり労働時間増加率」は、時短の場合は
「＋1人あたり労働時間減少率」になる。

時間あたり実質賃金
引き上げ率

＝

時間あたり実質ＧＤＰ
成長率


